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平成２９年における日本企業等への就職を目的とした在留資格「技術・人文知

識･国際業務」に係る在留資格認定証明書交付状況について

平成３０年１０月

法務省入国管理局

１ 概要（表１，図１，表２－１，図２－１）

平成２９年に，専門的な技術や知識等を活用して我が国の企業等に就職す

ることを目的として，在留資格「技術・人文知識・国際業務」に係る在留資

格認定証明書の交付を受けた外国人は３０，０６５人で，前年の２５，８８

８人と比較して４，１７７人（１６．１％）増加した。

平成２９年に交付を受けた外国人を主な国籍・地域別内訳で見ると，

① 中 国 ６，１６２人（前年比 ４４６人， ７．８％増）

② ベトナム ４，９６５人（前年比 １，８９０人，６１．５％増）

③ 韓 国 ３，７６６人（前年比 ６４２人，２０．６％増）

④ イ ン ド ２，５６２人（前年比 １１０人， ４．５％増）

⑤ 米 国 ２，１８３人（前年比 ６１人， ２．９％増）

となっており，上位５か国について，いずれも，前年に比べ増加した。

（注）中国については，香港及びマカオを除く。以下同じ。

２ 国籍・地域別等内訳

在留資格「技術・人文知識・国際業務」に係る在留資格認定証明書の交付

を受けた３０，０６５人について，その国籍・地域別内訳，年齢・性別内訳

等は次のとおりである。

（１）国籍・地域（表２－１，２－２，図２－１，２－２）

主な国籍・地域別内訳では，中国が６，１６２人で全体の２０．５％と

最も多く，次いでベトナム，韓国，インド，米国の順となっている。

地域別では，アジア諸国が２４，０７０人（８０．１％）と最も多く，

次いで北米諸国の２，６３６人（８．８％），ヨーロッパ諸国の２，５２



- 2 -

３人（８．４％）の順となっている。

（２）年齢・性別（表３－１，３－２，３－３，図３－１，３－２，３－３，

３－４）

年齢別では，２０歳代（１９，１９９人，前年比３，７８３人 ２４．５％増）

と３０歳代（８，３４０人，前年比３６９人 ４．６％増）が中心で，両

者で全体の９１．６％を占めている。

性別では，男性が１９，４９９人，女性が１０，５６６人で，全体のう

ち男性が６４．９％，女性が３５．１％となっている。

（３）業種（表４－１，４－２，４－３，図４－１，４－２，４－３，）

就職先の業種を見ると，製造業７，２４０人，非製造業２９，４６９人で，非

製造業の占める割合は７９．３％となっている。

ア 製造業

一般機械，電機，自動車，食品及び通信機の５業種で５１．２％を占

めている。

イ 非製造業

コンピュータ関連サービス，商業，人材派遣及び教育の４業種で６１．

２％を占めている。

（注）複数の項目にチェックがあったものは重複して計上しているた

め，交付人数と一致しない。

（４）職務内容（表５，図５）

職務内容別では，翻訳・通訳が６，６１８人（１５．７％），技術開発（情

報処理分野）が６，５９０人（１５．６％），海外業務が４，１９２人（９．

９％），技術開発（情報処理分野以外）が３，５１３人（８．３％）と上

位を占めている。

（注）複数の項目にチェックがあったものは重複して計上しているため，

交付人数と一致しない。
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（５）月額報酬（表６，図６）

就職先における月額報酬を見ると，２０万円以上３０万円未満が１

４，０２５人（４６．６％）と最も多く，次いで，２０万円未満が７，６

３３人（２５．４％）となっている。

（６）就職先企業等の年間売上額（表７，図７）

年間売上額別では，１０億円超から１００億円以下の企業（８，３１０

人，２７．６％）が最も多く，１億円を超える企業で全体の７７．１％を

占めている。

（７）就職先企業等の従業員数（表８，図８）

従業員数別では，１０人以上１００人未満の企業が９，６８５人（３２．２％）

で最も多く，次いで１，０００人以上５，０００人未満の企業が４，４５

５人（１４．８％），１０人未満の企業が４，２８３人（１４．２％），

の順となっている。

（８）就職先企業等の所在地（表９，図９）

地方別では，関東地方が１７，９７３人（５９．８％）と集中しており，

次いで中部地方の３，７３１人（１２．４％），近畿地方の３，７３０人

（１２．４％）の順となっている。

都道府県別では，東京都が１３，５９６人（４５．２％），次いで愛知

県２，２４４人（７．５％），大阪府２，１３４人（７．１％）の順とな

っており，上位３都県で全体の５９．８％を占めている。

（注１）統計数字の末尾で四捨五入したものは，その計が合計欄の数字と一

致しない場合がある。

（注２）申請書の記入漏れ等で計上できないものは，「不明」，「その他」に

計上している。



（単位　人）

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

交付を
受けた人数

12,677 14,395 18,480 22,756 25,888 30,065

図１

  表１　交付を受けた人数の推移
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　　表２－１　国籍・地域別の交付を受けた人数

国籍・地域 中国 ベトナム 韓国 インド 米国 台湾 フィリピン 英国 ミャンマー フランス スリランカ その他 合計

交付を
受けた人数 6,162 4,965 3,766 2,562 2,183 1,688 1,661 793 506 445 425 4,909 30,065

構成比 20.5% 16.5% 12.5% 8.5% 7.3% 5.6% 5.5% 2.6% 1.7% 1.5% 1.4% 16.3% 100.0%

アジア 北米 ヨーロッパ オセアニア その他 合計

24,070 2,636 2,523 446 390 30,065

80.1% 8.8% 8.4% 1.5% 1.3% 100.0%

  図２－１　国籍・地域別の交付を受けた人数  図２－２　地域別の交付を受けた人数

（単位　人）

　　表２－２　地域別の交付を受けた人数
（単位　人）
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中国
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ベトナム

16.5%
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8.5%
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台湾
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フィリピン

5.5%

英国

2.6%

ミャンマー

1.7%

フランス

1.5%

スリランカ

1.4%

その他

16.3%

アジア
80.1%

北米
8.8%

ヨーロッパ
8.4%

オセアニア
1.5% その他

1.3%
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（単位　人）

０～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０歳以上 合計

　男　 性 3 11,498 5,958 1,472 463 105 19,499

  構成比 0.0% 59.0% 30.6% 7.5% 2.4% 0.5% 100.0%

　女 　性 4 7,701 2,382 358 90 31 10,566

  構成比 0.0% 72.9% 22.5% 3.4% 0.9% 0.3% 100.0%

　男女計 7 19,199 8,340 1,830 553 136 30,065

  構成比 0.0% 63.9% 27.7% 6.1% 1.8% 0.5% 100.0%

　図３－１

　図３－２

　表３－１　年齢別・性別の交付を受けた人数
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表３－２
(単位　人）

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

　０～１９歳 4 1 1 5 7 7

２０～２９歳 7,241 8,168 10,270 13,299 15,416 19,199

３０～３９歳 4,063 4,669 6,142 7,167 7,971 8,340

４０～４９歳 962 1,038 1,396 1,646 1,767 1,830

５０～５９歳 315 417 521 517 569 553

６０歳～ 92 102 150 122 158 136

図３－３

年齢別の交付を受けた人数の推移

　　　　　　(単位　人）
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(単位　人）
平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

男性 9,047 10,347 13,146 15,638 16,871 19,499

女性 3,630 4,048 5,334 7,118 9,017 10,566

　図３－４

　表３－３　性別の交付を受けた人数の推移
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（単位　人）

製造業 非製造業 不明 合計

交付を受けた人数 7,240 29,469 430 37,139

構成比 19.5% 79.3% 1.2% 100%

　図４－１

　表４－１　業種別（製造業・非製造業）の交付を受けた人数

（注）複数の項目にチェックがあったものは重複して計上している。

製造業
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非製造業
79.3%

不明
1.2%
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一般機械 電機 自動車 食品 通信機 化学 鉄鋼 繊維 その他 合計

交付を
受けた人数 1,594 837 742 277 259 209 198 83 3,041 7,240

構成比 22.0% 11.6% 10.2% 3.8% 3.6% 2.9% 2.7% 1.1% 42.0% 100.0%

　

　表４－２　業種別（製造業）の交付を受けた人数
（単位　人）

　図４－２
（注）複数の項目にチェックがあったものは重複して計上している。
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コンピュータ
関連サービス

商業 人材派遣 教育 ホテル・旅館 建設 運輸

交付を
受けた人数 6,723 4,767 3,572 2,974 1,239 944 824

構成比 22.8% 16.2% 12.1% 10.1% 4.2% 3.2% 2.8%

広告 金融保険 不動産 飲食業 報道 その他 合計

交付を
受けた人数 631 549 463 404 130 6,249 29,469

構成比 2.1% 1.9% 1.6% 1.4% 0.4% 21.2% 100%

　図４－３

（単位　人）
　表４－３　業種別（非製造業）の交付を受けた人数

（注）複数の項目にチェックがあったものは重複して計上している。
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翻訳・通訳 技術開発
(情報処理分野)

海外業務 技術開発
(情報処理分野以外)

販売・営業 設計 教育 貿易業務

交付を
受けた人数 6,618 6,590 4,192 3,513 3,268 3,248 2,892 2,107

構成比 15.7% 15.6% 9.9% 8.3% 7.7% 7.7% 6.8% 5.0%

広報・宣伝 調査研究 会計業務 法律業務 国際金融
コピー

ライティング その他 合　計

交付を
受けた人数 868 475 344 209 195 67 7,681 42,267

構成比 2.1% 1.1% 0.8% 0.5% 0.5% 0.2% 18.2% 100.0%

図５

　表５　職務内容別の交付を受けた人数
（単位　人）

（注）複数の項目にチェックがあったものは重複して計上している。
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全体
20万円未満
20万円以上30万円未満
30万円以上40万円未満
40万円以上50万円未満
50万円以上60万円未満
60万円以上
不明

　図６

　表６　月額報酬別の交付を受けた人数

技術・人文知識・国際業務
人数 構成比

30,065

報酬額

100.0%

1,001 3.3%

1,386 4.6%

2,125

14,025 46.6%
7,633

7.1%
1,042 3.5%

9.5%2,853

（単位　人）

25.4%

20万円以上

30万円未満
46.6%

20万円未満
25.4%
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40万円未満
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50万円未満
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50万円以上

60万円未満
3.5%

不明
3.3%
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1,000万円
以下

1,000万円超
～   １億円

１億円超～
10億円

10億円超～
100億円

100億円超
～1,000億円

1,000億円超 不明 合　計

交付を
受けた人数

492 3,350 7,552 8,310 5,019 2,296 3,046 30,065

  構成比 1.6% 11.1% 25.1% 27.6% 16.7% 7.6% 10.1% 100.0%

図７

　表７　就職先企業等の年間売上額別の交付を受けた人数

（単位　人）
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9人以下
10人 ～

　　　99人
100人 ～
　　299人

300人 ～
　　999人

1,000人 ～
 4,999人

5,000人
　　　以上

不明 合　計

交付を
受けた人数 4,283 9,685 4,277 4,119 4,455 2,075 1,171 30,065

  構成比 14.2% 32.2% 14.2% 13.7% 14.8% 6.9% 3.9% 100.0%

　表８　就職先企業等の従業員数別の交付を受けた人数
（単位　人）

　図８
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都道府県 人数 構成比 都道府県 人数 構成比

北海道 712 2.4% 三重県 257 0.9%
青森県 49 0.2% 滋賀県 195 0.6%
岩手県 28 0.1% 京都府 361 1.2%
宮城県 190 0.6% 大阪府 2,134 7.1%
秋田県 24 0.1% 兵庫県 686 2.3%
山形県 46 0.2% 奈良県 62 0.2%
福島県 125 0.4% 和歌山県 35 0.1%

北海道・東北　計 1,174 3.9% 近畿　計 3,730 12.4%
茨城県 266 0.9% 鳥取県 12 0.0%
栃木県 221 0.7% 島根県 18 0.1%
群馬県 454 1.5% 岡山県 178 0.6%
埼玉県 587 2.0% 広島県 341 1.1%
千葉県 807 2.7% 山口県 92 0.3%
東京都 13,596 45.2% 徳島県 31 0.1%

神奈川県 2,042 6.8% 香川県 120 0.4%
関東　計 17,973 59.8% 愛媛県 85 0.3%
新潟県 113 0.4% 高知県 10 0.0%
富山県 113 0.4% 中国・四国　計 887 3.0%
石川県 63 0.2% 福岡県 948 3.2%
福井県 45 0.1% 佐賀県 50 0.2%
山梨県 95 0.3% 長崎県 103 0.3%
長野県 194 0.6% 熊本県 192 0.6%
岐阜県 324 1.1% 大分県 124 0.4%
静岡県 540 1.8% 宮崎県 45 0.1%
愛知県 2,244 7.5% 鹿児島県 69 0.2%

中部　計 3,731 12.4% 沖縄県 467 1.6%
九州・沖縄　計 1,998 6.6%

不明 572 1.9%
図９ 合計 30,065 100.0%

表９　就職先企業等の所在地別の交付を受けた人数

関東
59.8%

中部
12.4%

近畿
12.4%

九州
6.6%

東北・北海道
3.9%

中国・四国
3.0%

不明
1.9%
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